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令和９年度介護報酬改定等に関する要望書 
-基本報酬の引上げによる遜色ない賃金水準の実現と物価高騰への対応 - 

 

 日頃より認知症グループホームの運営に関しまして多大なるご理解とご支援を賜

りますとともに、令和 7 年度補正予算及び令和 8 年度予算におきましては、賃上げ等

のご支援並びに介護報酬の期中改定など格別のご高配をいただきまして厚く御礼申

し上げます。 

他方、介護職員と全産業平均との賃金格差は依然として月額 8 万円以上存在してお

り、また、物価高騰に伴う経費の増加により認知症グループホームの経営環境は厳し

さを増しております。他産業と遜色のない賃金水準を実現し、物価高騰に対応して安

定した経営を行うことができるようにするため、基本報酬の引上げなど以下の事項に

つきまして、要望いたします。 

 

１. 基本報酬の適切な引上げ 

（他産業と遜色のない賃金水準の実現と物価高騰への対応） 

  これまで累次の処遇改善措置を講じていただきましたが、介護職員と全産業平均

との賃金格差は月額 8 万 2 千円（令和 7 年度）と依然として大きなものとなってい

ます。また、介護事業所は公定価格により運営されているため、物価高騰による経

費の増加を吸収することができません。 

このような状況に対応するため、経営原資である基本報酬を適切に引上げていた

だき、他産業と遜色のない賃金水準を実現することにより必要な人材を安定的に確

保するとともに、物価高騰に対応して安定した経営を行うことができるようにして

いただくことを要望いたします。 

 

２. 事務負担の軽減と各種基準の見直し 

  介護報酬における加算の細分化・複雑化や各種委員会の設置義務等に伴う事務負

担が増大しており、小規模な事業者である認知症グループホームでは大きな負担と

なっているため、こうした事務負担の軽減と各種基準の見直しを要望いたします。 

 

 

 



 

３. 施設設備整備等に関する助成等の支援の充実 

介護保険制度導入から年数が経過し、施設の老朽化が進んでおり、利用者の重度

化に伴う施設設備の改修等も必要となっております。また、ICT・DX の導入も推進

していく必要があり、こうした事柄に関する助成等の支援の充実を要望いたします。 

 

４．地域における認知症ケアの拠点化の推進 

  認知症基本法を踏まえ、認知症グループホームの利用者に対するサービス提供だ

けでなく、地域の認知症ケアの拠点として、認知症の人やそのご家族に対する相談

支援、地域住民への認知症サポーター養成講座など認知症や認知症ケアなどに関す

る理解促進活動、認知症カフェの開催など交流の促進、デイサービスなど通所事業、

訪問サービスなど、認知症に関する多様なサービスに複合的に取り組み、認知症の

人が暮らしやすいまちづくりに積極的に貢献している事業所に対する介護報酬上

の評価や各種支援を要望いたします。 

 


